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1．はじめに
　企業を取り巻く環境の変化に伴い，今日の企業会計では説明しえない様々な問題が生じている。
例えば，恒常的な物価変動は主に測定レベルにおいて，取得原価主義会計に重要な影響を及ぼして
いる。また，リース資産や新金融商品などのオフバランス項目の存在は主として認識レベルにおい
て，まさに現行の会計的枠組に影響を与えている。
　従来，こうした問題に対してはその問題が生じるごとに個別的に対応し，実務上の問題を解決し
ようというアプローチ（帰納的アプローチ）が採られてきた。このアプローチは問題解決の際に，
理論的枠組に依拠しないため，その場しのぎの火消し的な方法となりやすく，次のような問題を招
いてしまう。その問題として，①原則的な会計処理の他に代替的な会計処理をより多く認めてしま
うこと，②各基準間において首尾一貫性に欠けること，③各利害関係者の関心事の対立から生じる
会計の政治化に甘んじてしまうことなどが挙げられるω。
　こうしたアプローチに対して，理論的枠組に依拠して種々の会計問題を解決しようとする演繹的
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アプローチがある。このアプローチを採る際に依拠する理論的枠組が概念的枠組（a　conceptual
framework）と呼ばれるもので，一般に認められた理論上の諸原則を表したものである。この概
念的枠組はあらゆる問題を解決する万能薬ではないが，様々な問題を解決するための土台を提供し
てくれるものである。
　イギリスでは1970年以来続いてきた会計士団体合同諮問委員会（Consultative　Committee　of
Accountancy　Bodies，以下CCABという）一会計基準委員会（Accounting　Standards
Committee，以下ASCという）体制，いわゆるCCAB－ASC体制が崩壊した。　CCAB－ASC体制が
有効に機能しなかったのは，基準設定主体にa）基準設定権，b）概念的枠組，　c）監視機構がなか
ったからである。1990年に財務報告評議会（Financial　Reporting　Council，以下FRCとい
う）一会計基準審…議会（Accounting　Standards　Board，以下ASBという）一財務報告審査機
構（Financial　Reporting　Review　Pane1，以下FRRPという）体制，いわゆるFRC－ASB－FRRP体
制に移行したのをきっかけに，以下の点について変わった②。
　　①最上部構造であるFRCの委員の中に，会計専門家以外の世界から多数の学識経験者・各界
　　　代表者を参加させ，会計基準設定とその順守について，その責任を広く関係各界にも分担さ
　　　せる体制をとるようになったこと。
　　②FRCもASBも，それまでのCCABやASCのように会計専門団体の内部機構とするのでは
　　　なく，資金的にも人事の面でも意思決定の面でも完全に独立したものとして設立されたこ
　　　と。
　　③ASBに基準の設定・公表権が与えられたこと。
　　④FRRPに大幅な権限が与えられたこと。
　上述のように，新体制になったことにより，それまで欠けていた上記a）とc）が新設された。
しかしながら，首尾一貫した会計基準を導き出すための，上記b）の概念的枠組が確立されない限
り，ASBとしても体系的な基準作りができないであろうし，　FRRPとしても会計基準からの離脱
が正当なものであるかどうかを判断する尺度をもてないだろう（3｝。
　そこで，ASBは会計基準を首尾一貫した体系の下で作成するための概念的枠組の構築にとりか
かり，現在のところ，以下に示す7つの章からなる「会計諸原則書（Statement　of　Principles，以
下SoPという）」のうち6つを公表している。
　　（1）財務諸表の目的（1991年7月）（4）
　　（2）財務情報の質的特性（1991年7月）（5）
　　（3）財務諸表の構成要素（1992年7月）（6｝
　　（4）財務諸表の諸項目における認識（1992年7月）（7）
　　（5）財務諸表の諸項目における測定（1993年3月）（8）
　　（6）財務情報の表示（1991年12月）（9）
　　（7）報告実体（未公表）
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　本稿では，まず第ll章でイギリスにおける概念的枠組の歴史的過程を素描する。その考察の上に
立って，会計における重要な測定問題への取り組みを示したSoP第5章を取り上げ，第皿章で貸
借対照表における測定，第IV章で損益計算書における測定について詳細に検討するつもりである。
　なお，SoPは現在のところ，第1章から第6章までの6つがASBによって公表されているが，
SoPの今後についてASBに問い合わせたところ，　ASBの議長であるD．Tweedie氏より以下のよう
な回答を頂いた。「ASBは目下のところ，全てのSoPを検討中であり，早ければ1994年末に，遅く
とも翌年早々には修正された公開草案（Exposure　Draft：ED）を公表する予定である。それまで
は測定に関する新しいステイトメントは公表されない。（1°）」したがって，本稿は現時点における
SoPの検討であり，今後そのSoPが修正される余地があることを断っておく。
亙．概念的枠組の歴史的展開
　本章では，SoP第5章の紹介・検討に入る前に，イギリスにおいて概念的枠組に関する研究が歴
史的にどのように展開してきたかをたどってみる。なお，参考までに概念的枠組に関する研究の歴
史的展開を表2－1に示しておく。以下，この表にしたがってすすめることとする。
①イギリスでは，概念的枠組に関する研究の萌芽期に当たる1940年から1970年頃まで，会計理
論に関するステイトメントの作成に関心がなかった。当時のイギリスでは一応イングランド・ウェ
ールズ勅許会計士協会（Institute　of　Chartered　Accountants　in　England　and　Wales，以下
ICAEWという）が会計実務勧告書（The　Recommendations　on　Accounting　Principles：RAPs）
を公表していたが，強制力を持たないものであった。企業財務諸表を規制していたのは会社法しか
なく，このような背景の下では概念的枠組に関する研究など盛んになる由もなかった。
　②1970年代に入ってようやく，ICAEWは会計基準の作成を目指して「1970年代における会計
基準の目論見書（u）」を公表し，その実行機関として会計基準運営委員会（Accounting　Standards
Steering　Committee，以下ASSCという）を設立した。
　1971年，ASSCは基準会計実務書（Statement　of　Standard　Accounting　Principles：SSAP）2
号「会計方針の開示（12）」を公表した。これは概念的枠組の一部を作成するために公表されたもの
ではないが，その内容から概念的枠組と同じ土台を持っていることが窺われる。このことはSSAP
2号の冒頭の文章の中に垣間みることができる。その目的とは開示される情報の質の改善を促進す
ることによって，財務諸表の利用者にとってその解釈の助けとなることであった。しかし，概念的
枠組に関する本格的な研究はもう少し時間が必要であった。
　③次に，1975年にASSCはディスカッションペーパー「コーポレート・リポート（’3）」を公表し
た。これはイギリスにおいて，概念的枠組を作成しようという最初の試みであった。具体的には公
表財務諸表の基本目的とその達成手段について書かれている。
　その基本目的とは報告企業の経営資源及び業績について，利用者にとって有用な測定値と情報を
伝達することである。したがって，これを達成し有用なものとするのには，コーポレート・リポー
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表2－1　概念的枠組の歴史的展開と会計基準
事件　概念的枠組　会社法の会計規定　会計基準など
Institute　of　Chartered　Accountant　in　England　and　Wales；　ICAEW，
　Recommendation　on　Accounting　Principles；RAPs（会計原則勧告書）を公表
　し始める。RAPs第1号「租税準備証書」RAPs第2号「戦災保証分担金」
ICAEW，　RAPs第3・4・5号，第6号「準備金と引当金」
ICAEW，　RAPs第7号「持株会社の計算書類における従属会社の財政状態および経
　営成績の開示」第8号「貸借対照表及び損益計算書の形式」
Cohen委員会報告書〈会社法改正に関する報告書〉，　RAPs第9・10号
ICAEW，　RAPS第11号「超過所得税の戦後返戻金」
会社法［Companies　Act，1947］
会社法［Companies　Act，1948］の集大成
ICAEW，　RAPs第12号「計算書類における物価水準上昇の問題」，　RAPs第13・14号
ICAEW，　RAPs第15号「貨幣購買力変動に関する会計」
Jenkins委員会報告書く会社法改正に関する報告書＞
ICAEW，「1970年代における会計基準の目論見書」を公表。　RAPs第29号
ICAEW，　Accounting　Standards　Steering　Committee；ASSC（会計基準運営委員
　会）を設立。
ASSC，　Statements　of　Standard　Accounting　Practice；SSAP（基準会計実務書）
　を公表し始める。SSAP第1号「関連会社の会計」（1974．8修正，1982．4改訂）
ASSC，　SSAP第2号「会計方針の開示」
ASSC，　SSAP第3号「1株当りの利益」（1974．8改訂，1992．10にFRS第3号で修正）
イギリス，ECに加盟。
ASSC，　Exposure　Draft；ED（公開草案）第8号「貨幣購買力変動会計」
International　Accounting　Standards　Committee；IASC（国際会計基準委員会）
　が創設される。
ASSC，　SSAP第4号「国庫補助金の会計処理」
ICAEW，スコットランド勅許会計士協会・アイルランド勅許会計士協会・認許会
　計士勅許協会・管理会計士協会と合同でConsultative　Committee　of
　Accountancy　Bodies；CCAB（会計士団体合同諮問委員会）を創設。
ASSC，　SSAP第5号「付加価値税の会計」
ASSC，　SSAP第6号「異常損益項目及び過年度修正」（1986．8改訂，1992．10に
　FRS第3号に代替）
ASSC，　SSAP第7号（暫定基準）「貨幣購買力変動会計」（1981．1撤回）
ASSC，　SSAP第8号「インピュテーションシステム下での税金の処理」
ASSC，　SSAP第9号「棚卸資産及び長期請負契約」（1980．8一部追加，1988。9改訂）
ASSC，コーポレートリポートを公表。
ASSC，「会計基準に関する趣意書」を発表。（1986．8改訂，1993．6に代替）
政府，サンディランズリポートを公表。
ASSC，　SSAP第10号「資金計算書」（1978．6一部追加，1991，9にFRS第1号に代替＞
ASSC，　SSAP第11号「繰延税金の会計」（1978，10撤回）
財政・公共会計勅許協会がCCABに加わり，ASSCはCCABの下でAccounting
　Standards　Committee；ASC（会計基準委員会）と改称された。
会社法改正［Companies　Act，1976］
ASC，　ED（公開草案）第18号「現在原価会計」を公表。
ハイドガイドラインが公表される。
ASC，　SSAP第12号「減価償却の会計」（1981．11修正，1987．1改訂）
ASC，　SSAP第13号「研究開発の会計」（1989。1改訂）
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EC，第4号指令「会社の種別年次計算書類について」を公表。
ASC，　SSAP第14号「企業集団の財務諸表」（1992．7にFRS第2号に代替）
ASC，　SSAP第15号「繰延税金の会計」
ASC，　ED（公開草案）第24号「現在原価会計」を公表。
会社法改正［Companies　Act，1980］
ASC，　SSAP第16号「現在原価会計」（1988．4撤回）
ASC，　SSAP第17号「後発事象の会計」
ASC，　SSAP第18号「偶発事象の会計」
会社法改正［Companies　Act，1981］
ASC，ワッツ報告書を公表。
ASC，マクベ報告書「財務会計・財務報告の為の概念的枠組」を公表。
ASC，　SSAP第19号「投資不動産の会計」
ASC，　SSAP第20号「外貨換算」
ASC，　SSAP第21号「リース契約及び買取選択権付リース契約の会計」
ASC，　SSAP第22号「暖簾の会計」（1989．7改訂）
ASC，　SSAP第23号「企業買収及び企業合併の会計」
会社法改正［Companies　Act，1985］
SSAP第16号，強制適用を除外。
CCAB，　Review　Committee（会計基準検討委員会）を設置。
会計基準検討委員会，ディアリングリポートを公表。
スコットランド勅許会計士協会（ICAS），ディスカッション・ペーパー「会社報告
　書を価値あるものにすること（Making　Corporate　Reports　Valuable，MCRV）」
　を公表。
ASC，　SSAP第16号を撤回。
ASC，　SSAP第24号「年金費用の会計」
ICAEW，ソロモンズ・リポート「財務報告基準のための指針」を公表。
会社法改正［Companies　Act，1989］
ASC，　SSAP第25号「セグメント情報の報告」
Financial　Reporting　Council；FRC（財務報告評議会）が設立される。
Financial　Reporting　Review　Panel；FRRP（財務報告審査会）が設置される。
ASCの後継機関として，　Accounting　Standards　Board；ASB（会計基準審議会）
　を設置。上記により，CCAB－ASC体制からFRC－ASB－FRRP体制へ移行する。
ASB，　ASB公報（ASB　Bulletin）を発行し始める。
ICAEW＆ICAS，「財務報告の将来の姿」を公表。
ASB，　Statement　of　Principles；SoP（会計諸原則書）第1章・第2章を公表。
ASB，　Financial　Reporting　Standard；FRS（財務報告基準）を公表し始める。
　FRS第1号「現金収支計算書」
ASB，　SoP第6章を公表。
ASB，　FRS第2号「子企業の会計」
ASB，　SoP第3章・第4章を公表。
ASB，　FRS第3号「財務業績の報告」
ASB，　SoP第5章を公表。
ASB，「会計基準に関する趣意書」を公表。
ASB，　FRS第4号「持分金融商品」
ASB，　FRS第5号「取引の実質の報告」
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トが目的適合的で理解可能性をもち，かつ信頼しうるものであって，完全で，客観的で，タイムリ
ーで，比較可能でなければならない。また，コーポレート・リポートでは現行の報告実務が利用者
のニーズを満たしていないとして，その他に付加価値計算書，雇用報告書，政府との貨幣取引報告
書，外貨建取引報告書，将来の見込みに関するステイトメント，企業の目的に関するステイトメン
トを含めるべきとしている。
　そして，コーポレート・リポートの意味するところは，ある事業体の経済活動をもっとも完全に
描写しうるあらゆる種類の情報箱であるという。また，この報告書は（1）正規の財務諸表を公表
すべき産業，（2）情報の主な利用者と情報ニーズ，（3）利用者のニーズにもっとも適合する報告形
式に焦点を置いていた。このことは財務諸表の質的特性を論じたSoPの第2章に通ずるものとい
えよう。
　一方，コーポレート・リポートは基本財務諸表に用いられるべき諸概念や測定基礎についても論
じている。それは歴史的原価主義会計の非妥当性という文脈で書かれており，様々な測定基礎につ
いて触れている。要約すれば，現行の測定基礎（歴史的原価）に欠陥があるために，財務諸表の利
用者のニーズを満たすことにおいて，財務諸表の有用性は制限されている。よって，物価や価格が
激しく変動するときには利益が過大に計上されるので充分な資本維持が図れないという。また，歴
史的原価，現在購買力，時価（取替原価，正味実現可能価額）測定値はいずれも利用者のニーズを
満たすことはできないので，現在原価を会計の基本システムとして展開できるという研究と同時に，
多桁式報告書が実行可能であるかどうかの研究を行わなければならないとしている。
　ところが，コーポレート・リポートはサンディランズ・リポートとほぼ同時期に公表されたため，
すっかり影が薄くなってしまったのである。また，コーポレート・リポートは各情報利用者の情報
ニーズに適合する会計モデルを選択できなかったので，概念的枠組の発展に多大な貢献をしたとい
うには不十分であった。このことは単一の測定基礎によって作成された会計報告書だけでは利用者
のニーズに応えることはできないので，各種測定基礎による補足情報を提供するよう提案していた
ことから窺える。
　以上から，コーポレート・リポートは利用者志向的アプローチであるが，イギリスで初めて本格
的に概念的枠組に取り組んだという意味では貴重であるといえる。しかしながら，適切な会計モデ
ルないし測定基礎の選択規準が示されていないなど，概念的枠組が十分に構築されたとはいいがた
いであろう（且4）。
　④さて，1970年にICAEWはASSCを設置したが，その直後にスコットランド勅許会計士協会
（lnstitute　of　Chartered　Accountants　of　Scotland，以下ICASという）とアイルランド勅許会計士
協会（lnstitute　of　Chartered　Accountants　in　lreland，以下ICAIという）がこれに加わった。次
いで1971年に認許会計士勅許協会（Chartered　Association　of　Certified　Accountants，以下
CACAという）と管理会計士勅許協会（Chartered　lnstitute　of　Management　Accountants，以下
CIMAという）が加わった。さらに，1976年に財政・公共会計勅許協会（Chartered　lnstitute　of
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Public　Finance　and　Accountancy，以下CIPFAという）も加わって，6つの会計士団体が集まっ
て，会計士団体合同諮問委員会（CCAB）を結成した。これと同時にASSCは会計基準委員会
（ASC）となり，1976年2月1日にいわゆるCCAB－ASC体制が確立されたのである（！5》。　ASCはそ
の目的として，（1）会計概念の定義，（2）財務会計と財務報告の取扱上のちがいを減らすこと，（3）
一般に認められた最善の実務を標準化することの3つを掲げていた。特にASCの目的の（1）から
ASCが概念的枠組の必要性を認識していたものと思われる。
⑤その後，ASCは1978年にT．R．Wattsを議長とする「Review　Group」を設置し，今後必要とさ
れるべき事項について検討することを命じた。その成果として1981年に公表されたのがワッツ報
告書（Watts’Report）（16）である。それは（1）会計基準への準拠を確保する監視機関の設置，（2）
大企業にのみ適用されるべき基準の設定，（3）専任のASCの会長を置くこと，（4）運営資金を増
やすことを中心としたものであり，勧告書としてCCABに提出されたが，その中には概念的枠組
の必要性をいう問題も提起されていた｛17）。
　⑥これと同じ頃，ASCは会計基準設定のための合意された概念的枠組を作成する可能性とその
枠組の本質について，予備段階の結論という観点から，現在公表されている各文献を批判的に検討
し，今後の研究領域を確定するよう委員会を設置し，その推進役としてMacveに命じた。その成
果として1981年8月に公表されたのが「マクベ報告書一財務会計および財務報告のための概念
的枠組：その合意された構造設定の可能性一（18）」である。Macveは「コーポレート・リポート」
やFASBの「概念報告書」を中心とする概念的枠組に関する研究やプロジェクトの評価に力を注い
だ。特にMacveが関心を持っていたのは，利益や純資産を測定するために生じる問題や，有用な
会計情報を構成するものは何なのかを決定するのに伴う困難さに関する問題であった。
　彼は結論として，利用者のニーズが多様であり，利害関係者の関心がまちまちであるために，財
務諸表が提供すべき情報について同意が得られないのであるとしている。マクベ報告書は自らの具
体的見解を示さなかったものの，参考とすべき各種文献の検討に力を注いでいたので，イギリスの
財務会計及び財務報告が進むべき道筋がつくられたのではないだろうか（191。
　しかしながら，ASCは今後も引き続き，熱意を持って，さらに研究をすべきであるという
Macveの提案に傾倒しなかったので，マクベ報告書は次第に忘れ去られていった。したがって，
本格的な概念的枠組の作成は1989年の「ソロモンズ報告書（Solomons’　Report）（2°｝」まで待たな
ければならなかった。
　⑦その後，概念的枠組に関する動きが若干，垣間みられた。1987年，CCABは基準設定プロセ
スについての検討・勧告を行うべく，「会計基準検討委員会（Review　Committee）」を設置した。
この作業の推進役であったDearingは，ワッッ報告書で取り上げられていた問題を再検討したが，
その結果，ワッッ報告書とほぼ同じ結論に達した。その成果として公表されたのが「ディアリング
報告書（Dearing’　Report）（21＞」である。これに含まれていた項目は以下の通りである。
　　・概念的枠組の必要性
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　　・会計基準の質対量
　　・中小企業への会計基準の適用
　　・公企業
　　・法律の役割
　　・財務報告評議会の設置
　　・会計原則審議会の設置
　　・監視機関の設置
　ここでもやはり，概念的枠組の必要性が取り上げられており，イギリスにおける財務会計および
財務報告には欠かせないものであると認識されていたのがわかるだろう。
　⑧また，これと同じ頃，スコットランド勅許会計士協会（ICAS）は討議資料「会社報告書を価
値あるものにすること（MCRV）（列を公表した。これは今後の議論と経験とを刺激する目的で
作成されたもので，以下の項目について検討している。
　　・利用者とそのニーズ
　　・資産および負債の評価
　　・提案された新しい情報パッケージ
　　・追加情報
　この討議資料は，最善の結論であると思われるものを導き出すために，現行の法規，会計諸原則，
専門用語およびその他の制約を無視して検討するというアプローチをとっているところに特徴があ
るといえる。こうしたアプローチをとったおかげで，この討議資料は各会計団体によって公表され
た討議文書の中でもっとも大胆で，革新的かつ斬新なものであったといえよう。
　⑨さて，1987年5月のこと，ICAEWは財務報告における意思決定のための指針の必要性を議論
するプロジェクトを支持することを決定し，そのプロジェクトの責任者としてD．Solomonsを任命
した。ICAEWがこの作業を引き受けたのは，　ASCの公開草案の回答者から，合意された概念的枠
組が作成されるまで，会計基準設定のアプローチにおいて首尾一貫性を保つのは困難であろうし，
実際に直面している基本的な会計上の問題すら解決できないだろうというコメントが寄せられたか
らである。このことはディアリング報告書の中でも取り上げられており，概念的枠組の欠落が会計
基準を適用する人々だけでなく，会計基準の設定に関与する人々にとっても大きな障害となってい
ると結論づけられていたのである。
　このプロジェクトの成果が「財務報告基準のための指針（いわゆるソロモンズ報告書
（Solomons’　Report）」である。ここでは，一般目的財務諸表を作成するのに用いられる会計モデル
の選択の問題と認識及び測定の問題の検討に焦点が置かれている。Solomonsはイギリスで一般に
認められている現行の歴史的原価主義会計を検討し，その欠陥をとりあげて，現行の歴史的原価主
義会計が真の歴史的原価主義会計ではないと指摘している。さらに彼は一般目的財務諸表のための
改良された会計モデルの構築にとりかかり，この改良された会計モデルが具備すべき5つの規準を
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以下のように取り上げている。
　　a）貸借対照表は一定の認識規準を満たし，資産及び負債の定義に合致した全ての資産および
　　　負債を表す，企業の財政状態を真正かつ公正に表す表でなければならない。
　　b）企業の資産及び負債は貸借対照表日における継続企業にとっての価値で貸借対照表上に表
　　　示されなければならない。
　　c）損益は，期首資本と比べて増加ないしは減少した実質資本を意味していなければならない。
　　d）財務諸表によって示された結果は首尾一貫して測定されるべきであり，したがって，物価
　　　変動期でも物価安定期でも年度間の比較が可能でなければならない。
　　e）財務諸表によって与えられる全ての情報は，検証可能でコスト効率の良いものでなければ
　　　ならない。
　このことから，Solomonsは上記の要件をもっとも満たしうる会計モデルが①企業にとっての価
値と②実質貨幣資本の維持にかかっているとしている。彼によれば，企業にとっての価値は資産が
失われたら被るであろう損失額であると定義される。具体的には，この企業にとっての価値は現在
原価ないし回収可能価額と等しいか，あるいはいずれか低い方であるという。また，負債の評価に
もこれが当てはまるという。
　また，Solomonsの会計モデルは実質貨幣資本の維持に基づいており，利益は純資産の増加と定
義される。彼の計算モデルは「現在原価・現在購買力」モデルであり，SSAPI6号とは多くの点で
異なっていた。これらの点についてソロモンズ報告書は現在のSoPと類似している点が多く，本
格的に概念的枠組の土台が構築されつつある状態になってきているといえよう。
　⑩その後，ICAEWは「ソロモンズ報告書」と先の「会社報告書を価値あるものにすることjの
2つを，ICASと共同作業で検討し，その成果として1991年にジョイント・ペーパー「財務報告の
将来の姿（23）」を公表した。これによれば，財務報告の目的は，①企業の将来の業績を予測するた
めに過去の業績を示す情報を株主・債権者その他に提供することと②企業の利害関係者について決
定事項を知らせることの2点であるという。また，現行の報告実務における主な欠点を以下の通り
5つ挙げている。
　　・歴史的原価が勝って使われている。
　　・1株当たり利益が過大に強調されている。
　　・現金，流動性にあまり力点が置かれていない。
　　・将来よりも過去に焦点を置き過ぎている。
　　・経済的実態よりも法的形式に焦点を置き過ぎている。
　さらに，改良された報告パッケージには以下のものを含むべきとしている。
　　・目的と戦略的計画に関するステイトメント
　　・貸借対照表
　　・損益計算書
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　　・利得および損失計算書
　　・キャッシュフロー計算書
　　・将来の予測に関する情報
　このジョイント・ペーパについていえることは，報告書が基礎に置くべき価値ある原則を作成し
ようというよりも，測定のアプローチに対する意見が妥協の産物にしか見えないという点であろ
う。
　⑪さて，1970年以来（厳密にいえば1976年以来）続いてきたCCAB－ASC体制は種々の要因から，
1990年8月1日をもってFRC－ASB－FRRP体制（トロイカ体制ともトライアングル体制ともいわれ
ている）へ移行した。これに伴い，ASBは本格的に概念的枠組に関する研究にとりかかり，その
作成に尽力している。このことは「ASBの目的」や「財務報告基準の趣意書（24）」の中に窺うこと
ができる。
　ASBの目的は，財務情報の利用者，作成者および監査人のために，財務会計及び財務報告の諸
基準を確立・改善することであり，その目的を達成するために，
　　①会計基準を確立する際の指針となり，関係者が会計上の問題を解決するため際の判断の拠り
　　　所となるような諸原則（概念的枠組）を作成する。
　　②企業実務の発展，新しい経済の動き，現行実務の欠陥などに対応して，新しい会計基準を設
　　　定したり，現行の会計基準を修正したりする。
　　③緊急な問題に対して迅速に対応する。
　また，趣意書では，SoPの目的は個々の会計基準を矛盾なく論理的に形成するための枠組を提供
することにある。この枠組は別の人々が会計上の問題を解決するにあたって判断を行使するときの
基礎ともなるのである。ASBが今後，公表していく財務報告基準（FRS）もSoPをベースとする
ものである。
　⑫このようにASBは，会計基準を首尾一貫した体系の下に作成するための概念的枠組
（Statement　of　Principles）を作成することにした。これは外部利用者のための財務諸表の作成・
表示の基礎をなす諸概念を表したものである。ただし，このSoPは会計基準ではないので，特に
測定基礎を何ら定義するものでもないし，会計基準を強制するものでもないのである。SoPはその
目的として，以下に6つを挙げている（25）。
　　a）将来の会計基準の作成及び現行の会計基準の再検討に際し，ASBの手助けとなること。
　　b）法規及び会計基準によって認められている代替的会計処理の数を減らすための土台を提供
　　　することによって，ASBの手助けとなること。
　　c）財務諸表の作成者が会計基準を適用したり，会計基準の対象とならないような問題を処理
　　　したりする際の手助けとなること。
　　d）財務諸表が会計基準に準拠しているかどうかについて，監査人が意見書を作成する際の手
　　　助けとなること。
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　　e）財務諸表の利用者が会計基準に準拠して作成された財務諸表に含まれる情報を解釈する際
　　　の手助けとなること。
　　f）ASBの作業に関心のある人たちに，会計基準形成へのアプローチについての情報を提供す
　　　ること。
　現在までのところ，SoPを構成する各章として以下の7つが明らかにされ，公表されている。
　　・第1章　財務諸表の目的
　　・第2章　財務情報の質的特性
　　・第3章　財務諸表の構成要素
　　・第4章　財務諸表の諸項目における認識
　　・第5章　財務諸表の諸項目における測定
　　・第6章　財務情報の表示
　　・第7章　報告実体
　このうち，第1・2章は1991年7月に公開草案（Exposure　Draft）として公表された。そして，
1991年12月に財務報告公開草案1号（Financial　Reporting　Exposure　Draft，　FRED1）として第
6章が公表された。次に1992年7月，討議草案（Discussion　Draft（26））として第3・4章が公表
された。第5章は1993年3月に討議草案として，ディスカッションペーパー（Discussion　Paper　（2’））
「財務報告における評価の役割（as）」とともに公表された。第7章はまだ公表されていない。なお，
第1章「はじめに」で述べたように，これら公表されたSoPは全て再検討中であり，1994年末か
年開け早々には修正された形で公開草案が公表される予定である。
　イギリスでは以上見てきたような展開で現在を迎えている。概念的枠組についてまだ全て完了し
ていないので，今後の動向が注目される。
皿．財務諸表における測定の問題（1）～貸借対照表における測定
　1993年3月に公表されたSoP　5章は，財務諸表に認識される資産および負債の測定と資産・負
債にかかる利得および損失の意味に関連する多くの諸問題について包括的な検討を提供するもので
ある。いいかえれば，貸借対照表の構成要素である資産・負債および資本の測定と，報告実体の損
益計算書の構成要素の測定の基礎をなす諸原則について検討するものである。（par．1）（29）
　貸借対照表は3つの要素から成り，それらの関係は貸借対照表における基本的等式，いわゆる資
本等式で表される。すなわち，資産一負債＝資本である。この等式は資本主が企業の純資産に対す
る残余請求権を有していることを意味している。これは資産および負債の測定方法が資本の金額を
決定することになるという意味をも含んでいる。例えば，もし資産および負債が異なる基準で測定
されたとしたら，残りの資本は異質な（hybrid）測定価額になってしまうだろう。したがって，
貸借対照表においては資産，負債とも同一の測定基礎に基づいて測定しなければならないというこ
とになる。（par．2）
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　このようにSoPでは貸借対照表の諸項目の評価について，首尾一貫した測定基礎によるべきだ
としている。以下，①資産の評価，②負債の評価についてそれぞれ見ていくことにする。
　①資産の評価
a）歴史的原価
　歴史的原価とは伝統的な取引基準会計（transaction　basis　accounting）に基づく測定価額（測
定基礎）であり，資産の購入のような一取引の結果として，一様に原初認識に用いられる。したが
って，歴史的原価は当然，帳簿の中に現れてくる。この歴史的原価は以下のようなメリットを有し
ている（so）。
　　①歴史的原価は長い間，幅広く実践されてきているという利点がある。それゆえ，それは財務
　　　諸表の利用者および作成者に馴染んでいる。（par．12）
　　②（減価償却費やその他の期間配分を含む）歴史的原価の計算に標準的な方法をとる作成者と，
　　　歴史的原価情報を受け取り，理解することに慣れている利用者との観点から見ると，それは
　　　おそらくもっとも低コストな評価方法であるといえる。作成者の観点から見て，歴史的原価
　　　が比較的低コストなのは，義務的方法としての利点によるからではなくて，規則的な再評価
　　　を避けられる取引基準によるからなのである。（par．12）
　　③比較的低コストであるということとは別に，歴吏的原価は通常，相対的に客観的であるとみ
　　　なされ，それゆえ信頼しうる会計方法である。このこともまた，用いられている評価方法に
　　　対して信頼しうる，かつ検証可能な歴史的根拠を与えている取引基準に起因している。
　　　（par．13）
　一方，歴史的原価は以下のようなデメリットがある。
　　①歴史的原価が記録されている日付は一様に資産によって異なるので，価格水準変動期には，
　　　任意の時に同一企業が保有している資産間や企業間の資産の比較可能性に欠けてしまうので
　　　ある。
　　②財務諸表における歴史的原価は同質の測定単位で表示されていないのである。例えば，今日，
　　　販売により得られた現金は以前の日付の時点で購入した商品の原価と比較される。
　　③保有利得と操業利益は利益として合計金額で表示されてしまうので，その意味が明らかにさ
　　　れない。
　これらはいずれもある特定資産の取得日における価額ですべて記録しているという事実に起因し
ているのである。（par．14）
b）現在価値（current　values）
　現在価値は原初認識の段階では歴史的原価と同じであるが，時の経過とともに歴史的原価と乖離
してくるので，再測定の段階で用いられる。現在価値は観点によって様々であるが，ここでは3つ
の時価が取り上げられている。（par．18）
b－1）入口価値（entry　value）
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　これは資産購入者の観点からみた現在価値であり，現在の市場環境における資産の購入原価に基
づいている。具体的に「再生産原価」と「取替原価」とを挙げている。「再生産原価」は全く同一
の資産を入手するのに必要な原価であるのに対して，「取替原価」はもし元の資産が購入された後
で生産技術と原価の変化が生じた場合，その同一給付能力を取得するのに必要なもっとも低い原価
であると定義している。したがって，取替原価はつねに再生産原価と同じか低くなるので，取替原
価が有用であるとしている（31）。
b－2）出口価値（exit　value）
　これは資産売却者の観点からみた現在価値であり，売却価格に基づいている。しかし，ある会社
が資産を売却処分することによって利益を稼こうと考えていると仮定することはありえない。本当
は資産を使用することによって利益を稼こうと考えているのである。例えば，資産を売却するには
売却費用がかかるだろうし，売却するまで時間がかかるだろう。そのような場合，資産の正味実現
可能価額はその売却価格（売却時価）と異なるだろう。
b－3）使用価値（value　in　use）
　これは資産を企業内に保有し，それを可能性のある中でもっとも利益の得られるようなところに
使うことによって得られるであろう正味将来キャッシュフローの現在価値である。ただし，その現
在価値には資産の最終的な廃棄によって得られるキャッシュフローも含まれる。使用価値は市場で
売却することによって実現するのではなくて，資産は企業内で使用することによって実現するので
ある。使用価値は資産に関わる将来の見積キャッシュフローを適当な割引率で割り引くことによっ
て算出される。例えば，その方法はリース取引の評価に用いられる。
　ここで，b－1）入口価値の「取替原価」，　b－2）出口価値の「売却時価」「正味実現可能価額」，　b－3）
キャッシュフロー　　1年目
　　　　　　　　　500，000
2年目
500，000
3年目
500，000
4年目
500，000
5年目
500，000
6年目
100，000
トラックの価額
　　歴史的原価
　　再購入価額
　　　売却価額
　　　使用価値
歴史的原価
再購入価額
売却価額
使用価値
1年目
1，000，000
1，000，000
800，000
2，164，738
4年目
460，000
1，600，000
300，000
929，705
2年目
820，000
1，200，000
500，000
1，772，975
5年目
280，000
1，800，000
200，000
476，190
3年目
640，000
1，400，000
400，000
1，364，624
6年目
　100，000
2，000，000
　100，000
　95，238
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使用価値のちがいを明らかにするために，1つの例を示してみる。
　トラックを使って，貨物を運搬することによって収益をあげている会社がある。この会社は設立
初年度に，トラック1台（価格，1，000，000円，耐用年数5年，残存価格10％）を購入して，営業
を開始した。この会社はこのトラック1台で，1年間に500，000円の純キャッシュフローが得られ
る。5年経過後は，このトラックから得られる純キャッシュフローは100，000円になってしまう。
したがって，5年後にトラックを買い替える予定である。そして，この5年間に，一般物価は
150％上昇し，トラックの価格は2倍に上昇した。また，トラックの処分価格は以下の通りで，売
却に要する費用は5万円かかるとする。そして，利子率（割引率）は5％とする。以上の条件で，
5年経過した時点で考えてみると，次のようなデータが得られる。
　上記のデータからわかることは以下の通りである。再購入価額として示されている数字が入口価
値になる。元の資産（トラック）が購入されて後で生産技術と原価の変化が生じたとして，その同
一給付能力（そのトラックで運搬できる能力）を取得するのに必要なもっとも低い原価が取替原価
であるので，これが「取替原価」になる。
　つぎに，売却価額として示されている数字が出口価値である。出口価値には「売却時価」と「正
味実現可能価額」があげられている。売却価額が「売却時価」そのものであり，売却時価から売却
費用を差し引いた価額が「正味実現可能価額」である。一般に正味実現可能価額は売却価格よりも
低いだろう。したがって，売却価格（売却時価）よりも正味実現可能価額は意思決定目的にとって
より有用な概念であるといえる。というのは，資産が売却されたら実現されるであろう経済的機会
を，この正味実現可能価額が表しているからなのである。
　さらに，使用価値として示されている数字は割引現在価値の公式より求められたもので，将来キ
ャッシュフローの割引現在価値の合計額を表している。よって，使用価値と正味実現可能価額のい
ずれか高い方は，企業実体がすでに保有している資産から回収できる最大価値である。それゆえ，
これは「回収可能価額」と呼ぶことができる。
　さて，上記に述べてきた各種の時価にはそれぞれ，長所と短所を持ち合わせている。その長短に
ついて以下のように指摘している。
　時価には一般に，歴史的原価の欠点を克服できるというメリットがある。（1）全ての資産に時価
を用いれば，全ての資産が統一した基準で測定されることになる（par．22）。（2）時価は企業の現
状を表すのに有用であるという利点がある（par．23）。（3）時価はまた，全資産に共通した時価で
経済的状況を反映している限り，比較可能であるし，財務諸表が時価で測定されていると思い込み
がちな会計を専門としない人々にとっても理解しうるものであろう（par，16）。
　しかしながら，時価それ自体にいくつかの特別な困難さ（デメリット）がある。それは（1）歴
史的原価が実際の出来事（過去の取引）に根拠があるのに対して，時価が明らかに未だ実現されて
いない現在の機会を扱っているということである。したがって，時価は特に主観的な情報項目とみ
なされている。使用価値の場合には特に，その機会がさらに将来へ移るにつれて，その主観性は増
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す。というのは，使用価値が割引率の見積を必要とし，将来のキャッシュフローの金額の時機を選
ぶからである。よって，使用価値は通常，全ての時価のうち，もっとも主観的に測定するものであ
ると考えられている。（par，19）
　また，2つめの欠点として，時価はおそらく歴史的原価よりも信頼できないと認識されるだろう。
確かなことに，ある資産の歴史的原価はその資産が活況で効率的な市場で取り引きされている場合
を除いて，その時価よりもはるかに客観的にたいてい測定されうる。償却資産の償却価額の見積は
その資産に活況な中古市場がない限り，・歴史的原価の評価方法か時価の評価方法のいずれかの下で
困難を押しつけてしまう。資産に活況な中古市場がある場合，歴史的原価による評価方法は減価償
却累計額の見積を含んでいるので，時価の評価方法は歴史的原価の評価方法よりも信頼しうるだろ
う。したがって，歴史的原価と時価の相対的信頼性はほとんど，現在市場で特定資産が入手できる
かどうかにかかっている。例えば，かなり効率的で活発な市場で取引されている市場性ある有価証
券の時価の信頼性は，そういう市場で取り引きされていない，かなり個別的な固定資産の時価の信
頼性よりも高いのである。（par。21）
　以上に述べてきたような時価に関する長所と短所はよくいわれてきていることである。そこで，
Sopでは上述の時価のデメリットを克服し，なおかつそのメリットを最大限に利用しうるものとし
て「企業にとっての価値（Value　to　the　business）」を取り上げている。以下，これについて検討
していく。
c）企業にとっての価値（Value　to　the　business）
　これは入口価値，出口価値，使用価値の全ての代替的評価基準を利用する評価概念である。すな
わち，企業にとっての価値という原則である。これは個々の評価方法から得られる取捨選択された
評価概念である。この企業にとっての価値は，もし資産が失われたら，資本主が失うであろう最小
金額を測定することによって資産を保有することから得られる潜在的便益（あるいは資産を失うこ
とから被る潜在的損失）を反映している。その結果，求められる価額は，「企業にとっての価値」
だけでなく，「所有者にとっての価値」とか「機会価値」とか「剥奪価値」とか様々に呼ばれてい
る。（par．24）
　測定プロセスで用いられるべき時価を決定する問題に対する実際の解決策として，企業にとって
の価値原則を適用すれば，その状況に適した評価方法を選択できる。企業にとっての価値原則は，
取替原価か回収可能価額のいずれか低い方である。企業にとっての価値という方法は特定の企業実
体にとっての特定資産の価値という基礎概念に焦点を置いている。もしある資産が失われたら，ま
た取替が価値あることであるならば，企業は通常，その資産を取り替えるだろう。しかし，その資
産が取替原価の価値を有してなければ，その資産の将来の給付能力という価値を持つ正味実現可能
価額が企業にとっての価値である。（par．25）
　企業にとっての価値原則は，もし回収可能価額の方が高ければ，すなわち，資産を売却処分する
場合を除いて，資産を取替原価で評価する。もし取替が正当でない場合，その資産はもっと利益を
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図3－1　企業にとっての価値（Value　to　the　business）
　　　　　　　　いずれか低い方
取替原価（Replacement　cost） 回収可能価額（Recoverable　amount）
　　　　　　いずれか高い方
使用価値（Value　in　use） 正味実現可能価額
（Net　realisable　value）
生み出す方法で利用されるときの価値で，すなわち，回収可能価額で評価される。回収可能価額は
使用価値と正味実現可能価額のいずれか高い方である。したがって，資産について，企業にとって
の価値とは，取替原価と正味実現可能価額と等しくなるか，あるいはその間に落ち着くであろう。
この原則は以下のように示すことができる。
　　・もし資産が取り替える価値を持っているならば（もし企業がその事業を継続する意思を持っ
　　　ているならば），「取替原価」を用いる。
　　・資産が取り替える価値を持っていないが（企業はその事業を継続する意思を持っていない
　　　が），
　　　　a）保有する価値を持っているならば，「使用価値」を用いる。
　　　　b）保有する価値を持っていないならば，「正味実現可能価額」を用いる。この原則は図
　　　　3－1のように図示できる。（par．26）
　以上，資産の評価については測定基礎として，a）歴史的原価，　b－1）取替原価，　b－2）正味実現
可能価額，b－3）使用価値を挙げているが，　b）の全て（いずれも時価）の代替的評価基準を用いる
企業にとっての価値でもって評価するのが望ましいとしている。
　②負債の評価
　理論上，負債は消極資産とみなすことができる。すなわち，負債は便益を引き渡す義務であり，
一方，資産は便益を受け取る権利である。もしこのような見解が認められるならば，評価方法につ
いて同じ選択範囲が資産と同様に負債にも有用であるだろう。さもなければ，資産と負債は異なる
測定基礎で測定されることになり，その結果，差引で求められる資本の測定価額の異質性という問
題は解決されなくなってしまう。したがって，歴史的原価（元本額＋累積利子のような発生費用）
か現在価値かを選択することができる。
　すなわち，現在価額とは取替負債（現在負債に帰属するのと同じ，将来の利息と元本の返済義務
が発生することによって生じうる最高額の負債）と，再購入価額（市場で再購入することによって
処理される負債の金額）と，負債によって必要とされる将来の返済額の現在価値（利子と元本の両
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図3－2負債の解放価値（Relief　value　of　a　liability）
　　　　　　　　　　いずれか高い方
取替負債（Replacement　loan）　　　　　解放原価（Cost　of　discharge）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いずれか低い方
　　　　　　　　　　将来返済額の現在価値　　　　　　　　　　現在再購入価額
　　　　　　　　　　（Present　value　of　future　payments）　　　　　　（Current　repurchase　value）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表3－3
（資産）
　企業にとっての価値
　取替原価
　回収可能価額
　使用価値
　正味実現可能価額
　　　　　　　　　　　（負債）
一一一一一一@解放価値
一一一一一一@取替負債
一一一一一一@解放原価
一一一一一一@将来返済額の現在価値
一一一一一一@現在再購入価額
表3－4
ASB FASB囲
歴史的原価（historical　cost） ○ ◎ ◎
現在原価（current　cost）
鞫ﾖ原価（replacement　cost） ○
○ ○
現在市場価値（current　market　value） ○
正味実現可能価額（net　realizable　value） ○ ○ ○
現在価値（present　value）
g用価値（value　in　use） ○
○ ○
企業にとっての価値（value　to　the　business）
?
（◎＝基本となる測定基礎　○＝用いられうる測定基礎）
方を含み，適当な割引率で割り引かれたもの）の3つである。結合して用いられると，これらの現
在価額は負債に適用しうる企業にとっての価値概念と同等のものを提供することになる。これは
「解放価値（relief　value）」として知られているものである。（par．29）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－39一
　解放価値とは，もし企業実体が負債から解放された場合，その企業実体が得られるであろう便益
の最大値である。解放価値は取替負債と解放原価のいずれか高い方であると定義される。解放原価
とは，再購入価額と将来返済額の現在価額のいずれか低い方である。この原則は図3－2のように
示される。（par．30）
　資産及び負債の評価に適用する企業にとっての価値概念は資産のそれと負債のそれとでは表3－
3のように対応している。
　ここまで見てきたように，SoP　5章では貸借対照表の各項目が首尾一貫した測定基礎で測定され
るべきであり，資産及び負債ともに「企業にとっての価値」を適用するのが望ましいとしていると
ころが特徴的である。これに対して，FASBの「概念報告書」やIASの「財務諸表の作成表示に関
する枠組」は現行の会計実務において用いられている測定属性を列挙しているだけにすぎない。概
念的枠組に関するその他の章ではさほど重要な差がなかったのに対して，後発組のイギリスのSoP
は測定について掘り下げて検討しているのがFASBやIASのそれと比べて特徴的である。参考まで
にイギリス，アメリカ、IASの測定基礎の比較表（表3－4）を示しておく。
N．財務諸表における測定の問題（2）～損益計算書における測定
　前章において，Sop　5章では資産及び負債の測定には「企業にとっての価値」を適用するのが望
ましいことが指摘された。これによれば，資産及び負債の貸借対照表項目はすべて同じ測定基礎で
測定されることになるので，資産と負債の差額として求められる資本も異質な測定価額になってし
まうという問題から解放されるということになる。
　このことは最終的には損益計算書における測定の問題，つまり利得及び損失の測定にも影響を及
ぼすことになる。つまり，同一の測定基礎で測定されれば，その結果として求められた利得及び損
失も異質な測定価額になってしまうという問題で悩まなくて済むのである。しかし，利得及び損失
の測定にあたっては，その他にどの資本維持の概念をとるかによって大きく影響を受けることにな
る。そこで，本章でば，Sop　5章のうちpar．39からpar．58の部分を取り上げ，利得および損失の
測定の問題にいて，資本維持概念との関連で検討する予定である。
　さて，利得及び損失の測定について論じる前に，その測定の対象となる利得及び損失の範囲を限
定する必要があるだろう。このことは認識の問題である。Sop　4章「財務諸表における認識」で，
「認識とは企業実体の資産あるいは負債の測定可能な変動があったと過去の事実が示した場合に行
われる（SoP　4，par．4）」と書かれている。さらに，「広範に認識された利得及び損失は取引かそ
の他の事象のいずれかから生じるとしている（SoP　4，par．15）」と述べて，認識されるべき利得
及び損失を以下のように定義している。（par．4）
　　　　　　　　　　　総認識損益（Total　recognized　gains　and　losses）
　　　　　　　　　　　　　　　＝損益＋その他の利得及び損失
　「総認識損益」と「損益」の両方を測定する場合，その中心的な問題は期首純資産と期末純資産
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を比較するのに適した方法で期首純資産をどう評価するかという問題であるか，ないしは収益に対
応する費消した資産をどう測定するかという問題である。それゆえ，採用される資本維持概念が
「総認識損益」と「損益」の両方の金額と意味とを決定するのである。（par．40）
　また，総認識損益はもちろん，資本が維持された後でのみ，測定することができる（par．6）。と
いうことは，この総認識損益の測定にあたって，どの資本維持概念をとるかによって，総認識損益
は大きく影響を受けることになる。そこで，Sop　5章で紹介されている各資本維持概念について見
ていくことにする。
　ここでは基本的な資本維持概念は3つ紹介されている。それは，名目貨幣資本維持（Nominal
money　capital　maintenance），安定貨幣資本（現在購買力資本）維持（Constant　money　capital
maintenace，　or　Current　Purchasing　Power　capital　maintenance），物的資本維持（Physical　ca－
pital　maintenance）の3つである。
a）名目貨幣資本維持
　名目的な貨幣単位は，資本維持の諸概念のうちでもっとも単純で直感的に認識できる概念である
といえる。「総認識損益」を算定する場合，期中の資本増減を考慮した後，期末名目貨幣資本から
期首名目貨幣資本を単に引き算するだけで求められる。また，「損益」を算定する場合，売上をあ
げるのに費消した資産の元始名目貨幣価額（取得原価）が，その資産の販売によって得られた収益
から引き算することによって求められる。（par．45）
　しかしながら，取得原価主義会計はいくつかの資産が再評価されるので，必ずしも純粋な形で実
際に行われているわけではない。その場合，一部の利得ないし損失は損益勘定から除外され，剰余
金勘定に直接，貸記（ないし借記）されるのである。例えば，固定資産を時価に再評価した際に生
じる未実現利得は剰余金勘定に直接転記される。したがって，利益の認識を重要視している現行の
法及び実務を反映している損益勘定は独立してその会計期間の名目貨幣資本の増加を測定するもの
ではない。しかし，総認識損益計算書は，剰余金の変動額を表示することで名目貨幣資本を維持し
た後の利得の合計額を示すようになっている。（par．46）
　また，名目貨幣資本維持概念が抱える潜在的で重大な欠点は物価変動の影響を取り入れないとい
うことであるが，最終的に物価変動の影響を反映する測定基礎と結び付けることも可能なので，そ
の他の資本維持概念の利用を妨げないという特徴もある。（par．56）
b）現在購買力資本（安定貨幣資本）維持
　現在購買力資本維持ないし安定貨幣資本維持は，認識された利得及び損失の合計を測定するにあ
たり，すべてに共通した同一購買力単位になるように，期首の純資産を一般物価指数を用いて評価
替し，それをもって維持すべき資本とする概念である。（par．48）
　この概念を基礎とする現在購買力会計で，再評価されないであろう期末貸借対照表の唯一の要素
は，貨幣単位そのもので表されているもの（貨幣性資産及び貨幣性負債）である。なぜならば，第
3者の有する請求権の金額は貨幣量において同じであるからである。現在購買力会計は，再評価さ
一41一
れた期首貸借対照表が現在購買力表示の期末貸借対照表と比較されるとき，インフレ期には実質的
に貨幣性資産を保有することによる損失が生じ，貨幣性負債を保有することによる利得が生じてい
るという，有用な追加情報を提供してくれる。
　一方，現在購買力会計は特に固定資産のような非貨幣性資産の個別価格の変動を反映していない
という重大な欠点を抱えている。そのような資産が一般物価水準に比例するという明らかな前提は
妥当ではなく，それゆえ誤解を招きかねないとしている。（par．50）
　しかし，この概念は時価主義会計（現在原価会計）と結合することによって，期首純資産と比べ
て期末の純資産が一般購買力指数に対応して当期中にどれだけ増えたかを示すことができる。この
相対的な変動は，総認識損益をいわゆる実質単位（real　term）で測定したものである。この結合
会計は名目貨幣価額で測定した当期の総認識損益について，一般購買力の変動の部分とその他の部
分の両方を表すことができるという利点がある。（par．51）
c）物的資本維持
　物的資本維持概念は取替原価会計ないし現在原価会計における操業利益の計算の基礎をなしてい
る。その概念は本質的に現在購買力ないし実質単位によって用いられた一般物価水準変動ではなく
て，報告実体が保有している資産の個別価格変動に基づいている。（par．52）
　物的資本維持は，期首純資産が期首の時価で測定され，当期中の個別価格変動を反映するよう修
正される。総認識損益は期末の時価で再評価された期首純資産を期末純資産から控除することによ
って算定される。また，現在原価による操業利益は，収益を得るのに費消した資産を，その費消時
点の現在原価ないし時価に再評価した価額を収益から差し引くことによって算定される（par．53）。
これは企業の現在操業利益を示しており，財務諸表の利用者に現在の企業経営から企業が利益を生
み出す能力の見方を提供してくれる。（par．57）
　最後に，上記3つの資本維持概念について，より明らかにするために単純な例を示して本章を終
えるが，どの資本維持概念を採るべきかについてはっきりと明示されていない（32）。
　資本金100ポンドで設立されたある株式会社が仕入れたばかりの商品を保有して期首を迎えてい
る。当期中のインフレは5％である。当社は期末に200ポンドでその手許商品を販売した。その時，
商品の取替原価は150ポンドに上昇していたと仮定する。（Appendix）
〈損益計算書〉
①名目貨幣資本維持の場合（期首資本100ポンドは無修正）
　　　売上高　　　　　　　　　　　　　200
（一）売上原価　　　　　　　　　　　　　19Q
　　　名目貨幣的利益　　　　　　　　　　ユΩΩ
②現在購買力（安定貨幣）資本維持の場合（期首資本は100×105％に修正される）
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　　売上高
（一）売上原価
　　現在購買力利益
　　　　または
　　名目貨幣的利益
（一）資本維持測定額
　　現在購買力利益
200
血
些
100
」
堕
③物的資本維持の場合（期首資本は100＋個別価格上昇分50の150に修正される）
　　　売上高　　　　　　　　　　　　　200
（一）売上原価　　　　　　　　　　　　　遇
　　　現在原価利益　　　　　　　　　　　＿旦Ω
④実質単位資本維持の場合
　く損益計算書〉
　　　売上高
（一）売上原価
　　　現在原価利益
200
遇
so
〈総認識損益計算書〉
　　現在原価利益
（＋）商品の保有利得
　　名目貨幣的利益
　　資本維持測定額
　　現在購買力利益
50
』
100
」
坐
V．おわりに
　SoP　5章では，あらゆるニーズに応えるには単一の評価方法ではできないこと，あるいはあらゆ
る環境における財務報告をするのに単一の評価方法では十分に信頼できないだろうと結論づけられ
ている。したがって，そうした環境に適合する評価方法を選択する会計システムを適用するのは望
ましいのである。それは「企業にとっての価値概念」である。その理由は第2次認識（再測定）の
段階で資産を評価する方法のうち，もっとも複雑だからであった。同じことが負債の評価にも当て
はまる。このような一般原則レベルでの結論は，利用者のニーズの発展に応える折衷的評価方法の
進化的発展とも一致しているとしている。（par．61）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－43一
　また，3つの資本維持の測定が適切な評価システムと結び付けられているならば，その測定はす
べて潜在的に利用者の目的に対する適合性を有することになる。さらに，資本維持の測定が関連し
ている評価の測定よりもはるかに信頼できる資本維持の測定は1つもない。名目貨幣資本維持は時
価ないし歴史的原価の評価システムと関連して使うことができるし，現在購買力（安定貨幣）資本
維持の方法は時価ないし修正原価と関連することによってのみ有用であるし，また個別価格指数を
用いる方法は，時価評価システムが3つの異なる資本維持の測定基準に照らして利得を測定できる
ように，単一の財務諸表の中で多くの資本維持概念と結合することができる。その中でも「実質単
位」会計はそれがどのように達成しうるかを示している。この会計システムは，操業利益と名目的
及び実質的保有利得の構成要素に企業の純資産を分類することによって，一会計期間における企業
実体の純資産の変動を包括的に分析してくれる。これにより，財務諸表の利用者は利用者自身が必
要としている特定の情報に焦点を当てることができる。（par．62）
　以上，イギリスではアメリカに遅れること約20－30年，1975年に始まった概念的枠組に関する取
り組みがようやく昨今になって実を結びはじめ，一連のSoPがASBより公表された。その中でも
SoPの5章（財務諸表における測定）を取り上げたのは，　FASBの概念報告書やLASの財務諸表の
作成表示に関する枠組には見られない検討がなされていたからである。FASBやIASは，財務諸表
の作成に用いられる測定基礎を列挙しているにとどまり，首尾一貫性に欠ける評価体系を放置した
ままであるのに対して，ASBは真正面から測定基礎を検討し，その中から企業にとっての価値が
望ましいとの結論を出している。イギリスは概念的枠組に関しては後発組ながら，この点について
は評価に値するものと思われる。
　しかし，首尾一貫した評価体系を達成するためになぜ企業にとっての価値が演繹的に導き出され
てくるのかがいまひとつ明らかにされていないようにも思われる。また，現行の取得原価主義会計
の理論的精緻化を図るか完全な時価主義へ移行するかについての結論はもう少し議論を重ねなけれ
ばならないだろう。一方，概念的枠組が果たして，本当に個別的な会計上の諸問題にどれほど役に
立つのか，むしろ問題を引き起こしているのではないかという問題点も挙げられるだろう。そして，
利益の認識についてまだまだ議論の余地が多く残されている。以上の各問題については今後の稿に
委ねたい。
　最後に，このSoPについてはまだ草案の段階であり，今後，修正されたものがまた公表される
のでそれを待つことにしたい。
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